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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第133期

第３四半期連結
累計期間

第134期
第３四半期連結
累計期間

第133期
第３四半期連結
会計期間

第134期
第３四半期連結
会計期間

第133期

会計期間

自  平成20年
      ４月１日
至  平成20年
      12月31日

自  平成21年
      ４月１日
至  平成21年
      12月31日

自  平成20年
      10月１日
至  平成20年
      12月31日

自  平成21年
      10月１日
至  平成21年
      12月31日

自  平成20年
      ４月１日
至  平成21年
      ３月31日

売上高 (百万円) 410,622344,020153,979141,954517,262

経常利益 (百万円) 8,781 14,441 4,958 18,113 371

四半期純利益又は
四半期(当期)純損失（△）

(百万円) 222 9,044 △ 331 12,975△ 5,654

純資産額 (百万円) ― ― 157,715156,819144,159

総資産額 (百万円) ― ― 513,151475,599473,376

１株当たり純資産額 (円) ― ― 456.07 456.50 417.45

１株当たり四半期
純利益金額又は四半期
(当期)純損失金額（△）

(円) 0.66 26.98 △ 0.99 38.71 △ 16.87

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 29.79 32.17 29.56

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,644 18,769 ― ― 19,690

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円)  △ 26,478△ 17,706 ― ― △ 39,031

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 18,263△ 5,014 ― ― 16,738

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 14,525 12,302 16,239

従業員数 (人) ― ― 16,944 17,281 16,772

(注)　１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

　　いない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．第133期第３四半期連結累計期間、第134期第３四半期連結累計期間及び第134期第３四半期連結会計期間の

　　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。ま

　　た、第133期第３四半期連結会計期間及び第133期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額

　　については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、記載していな

　　い。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はない。また、主要な関係会社における異動は、「３ 関係会社の状況」に記載のとお

りである。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間における、重要な関係会社の異動は以下の通りである。

　

(1) 除外

主に建設車両用ディスクブレーキの製造及び販売を行っていた連結子会社の日本パワーブレーキ株式

会社は、平成21年10月１日に全株式を売却したため関係会社に該当しなくなった。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(人) 17,281

(注) 従業員数は就業人員数である。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(人) 5,514(744)

(注) 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は（　）内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載し

ている。なお、臨時従業員数には、季節工及びパートタイマーを含み、派遣社員を除いている。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

ある。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

タイヤ事業 63,717 △19.0

M   B事業 18,838 △15.5

合　　計 82,556 △18.3

(注) １　金額は、販売価格を基礎として算出した。
２　上記の金額には、消費税等は含まれていない。

　

(2) 受注実績

当社は、ごく一部を除いてすべて見込生産である。

　
　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

ある。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

タイヤ事業 116,806 △7.0

M   B事業 25,148 △11.5

合　　計 141,954 △7.8

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去している。

２　上記の金額には、消費税等は含まれていない。

　

　

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。

　

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていない。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものである。

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間における世界経済は、昨年からの危機的状況に加え、中近東での信用不安が

世界同時株安の引き金となる等、いまだに先が見えない状況が継続している。わが国においても、一部製
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造業の生産が回復の兆しを見せつつあるものの、依然として厳しい状況が継続した。

こうした状況のもと、当社グル－プは、経費削減等の内部改善努力を進めるとともに、需要減少の中で

も販売量を確保するべく、営業体制の強化と効率化を進めてきた。

この結果、当第３四半期連結会計期間の連結売上高は1,419億54百万円（前年同期比7.8％減）、連結営

業利益は内部改善努力や原材料価格低下の効果により196億66百万円（前年同期比68.3％増）、連結経常

利益は181億13百万円（前年同期比265.3％増）、連結四半期純利益は129億75百万円（前年同期は連結四

半期純損失3億31百万円）となった。

　

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。

① タイヤ事業

　長引く世界同時不況が依然として強い影響力を持ち、引き続き厳しい状況となった。

　今期のタイヤ事業の売上高は、1,168億6百万円(前年同期比7.0％減)となり、当社の総売上高の

82.3％を占めている。

　国内新車用タイヤの販売は、自動車メーカーの生産台数が、国内向けについては税制優遇対策等の

効果で回復してきたものの、輸出向けについては引き続き大幅減となったため、全体でみれば販売

量、売上高ともに前年同期からわずかに減少した。

　国内市販用タイヤの販売は、12月の降雪により、乗用車用新・温度対応スタッドレスタイヤ「アイ

スガード　トリプル　ｉG３０　（アイジー・サンジュウ）」、SUV用スタッドレスタイヤ「GEOLANDAR

I/T-S（ジオランダー・アイティーエス）」、トラック・バス用低燃費指向スタッドレスタイヤ「Ｚ

ＥＮ　９０２ＺＥ（ゼン・キューマルニ・ゼットイー）」をはじめとするスタッドレスタイヤの売

上が伸張し、販売量は前年並みを確保することができたが、消費者の低価格指向に伴い高価格帯商品

の販売が伸び悩んだため、当期売上高は前年を下回った。

　海外市販用タイヤの販売は、中国、ロシア等一部堅調な地域はあったものの、全体でみれば、為替と

需要減少の影響を受け、前年同期を下回る売上高となった。

　こうした中、当社グループは、中国での乗用車用タイヤの生産販売会社である杭州横浜輪胎有限公

司の第四期拡張工事の増強を決定した。現在の年間生産能力３００万本を５１０万本に引き上げる

ことで、今後、自動車保有台数の伸びが見込まれている中国市場に対応していく。

 

② ＭＢ事業［ＭＢ：「マルチプル・ビジネス（多角化し、拡大する事業）の略」］

自動車産業の回復基調等、一部産業において改善の兆しがみられた。しかし、市場全体でみれば、昨

年からの世界同時不況の影響は払拭されておらず、依然として厳しい状況が継続している。

　今期のMB事業の売上高は、251億48百万円(前年同期比11.5％減)となり、当社の総売上高の17.7％を

占めている。

　ホース配管事業の売上高は、自動車メーカーの生産台数下げ止まりに伴い自動車用ホース・金具の

売上が回復基調にある一方で、景気後退や住宅着工の低迷のため建機メーカー向けの油圧用ホース

・金具の売上が前年同期を下回り、全体でみれば前年同期を下回った。

　工業資材事業の売上高は、防舷材が健闘したものの、コンベヤベルトをはじめとするその他の製品

が需要の低迷と市況価格下落の影響を強く受けた結果、前年同期を下回った。

　ハマタイト事業の売上高は、自動車向け製品と電子電材向け製品の需要が伸びたものの、建築市場

向け製品の需要が引き続き低迷した結果、前年同期をわずかに下回る結果となった。

　航空部品事業は、航空会社が新型機の導入や現行機の改修を先延ばしにする等、市場が低迷したも

のの、前年同期は機体メーカーのストライキにより売上げが大きく減少していたため、その影響が無

かった当期売上高は、前年同期を上回る結果となった。

　スポーツ事業は、ゴルフ市場全体が非常に厳しい状況にあり、当社の当期売上高も前年同期を下

回った。しかし、このような環境の中でも、当社は「GN502　FORGED（ジーエヌ・ゴーマルニ・フォー

ジド）アイアン」、「egg（エッグ）アイアンⅡ」、「Sweep（スイープ）」、マルチスピード測定器

「RED EYES POCKET（レッド・アイズ・ポケット）」といった新商品を積極的に投入し、市場で好評

を博している。

　

所在地別セグメントの業績は、次のとおりである。

①日本

タイヤ事業においては、自動車メーカーの生産台数が復調してきたものの、個人消費の低迷が継続

していることもあり、新車用・市販用ともに売上高は前年同期を下回った。 

　ＭＢ事業は、自動車産業向けの売上に回復の兆しがみられたものの、コンベヤベルト等の工業資材
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や建築市場向け製品の需要低迷が続いたこともあり、前年同期を下回った。 

　この結果、売上高は998億21百万円（前年同期比6.3％減）となったが、内部改善努力や原料価格低

下の効果もあり、営業利益は160億64百万円（前年同期比82.5%増）となった。 

　

②北米

北米市場においては、米国のタイヤ生産販売会社「ヨコハマタイヤ　コーポレーション」等が積極

的に拡販活動をおこなっているものの、厳しい市場環境が継続したため低調に推移した。 

  この結果、売上高は254億51百万円（前年同期比12.8%減）、営業利益は14億36百万円（同22.4%

減）となった。 

　

③アジア

中国市場は比較的堅調に推移しているものの、他地域での需要低迷等により、売上高は前年同期を

下回った。 

  この結果、売上高は63億86百万円（前年同期比13.3%減）となったものの、原料価格の低下等によ

り、営業利益は15億8百万円（前年同期営業損失5億58百万円）となった。 

　

④その他

ロシアのタイヤ販売会社「ヨコハマ　ロシア」は順調に売上を伸ばし、また、大洋州においても売

上を伸ばしたものの、為替の影響を受けたこともあり、売上高は前年同期を下回った。 

  この結果、売上高は102億95百万円（前年同期比5.4%減）、営業利益は4億10百万円（前年同期比

39.4%減）となった。

　

(2) キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は123億2百万円

となり、第２四半期連結会計期間末に比べ、13億55百万円減少した。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における営業活動による資金の増加は82億24百万円となり、前年同期に比

べ128億21百万円の増加となった。これは主として、税金等調整前四半期純利益の増加及び棚卸資産の減

少によるものである。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における投資活動による資金の支出は46億56百万円となり、前年同期に比

べ58億55百万円支出が減少した。これは主として、有形固定資産の取得による支出の減少によるものであ

る。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における財務活動による資金の支出は46億93百万円となり、前年同期に比

べ154億15百万円支出が増加した。これは主として、コマーシャル・ペーパーの減少によるものである。

　
　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はない。

なお、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（「会社支配に関す

る基本方針」）は以下のとおりである。

1）基本方針

当社取締役会は、上場会社として当社株式の自由な売買を認める以上、当社株主の皆様および投資家

の皆様による当社株式の売買を妨げることはない。従って、当社の株式を大量に取得しようとする者が

出現した場合にこれを受け入れるかどうかは最終的には当社株主の皆様の意思に委ねられるべきであ

ると考えている。
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しかしながら、株式の大規模な取得行為またはこれに類する行為の中には、その目的・態様等から見

て企業価値および株主共同の利益を明確に毀損するもの、大規模な取得行為またはこれに類する行為

に応じることを対象会社の株主に強要して不利益を与えるおそれがあるもの、対象会社の取締役会や

株主に対し大規模な取得行為またはこれに類する行為の内容や当該株式を大量に取得しようとする者

についての十分な情報を提供せず、取締役会や株主による買付条件等の検討に要する十分な時間を提

供しないもの等、対象会社の企業価値および株主共同の利益の確保・向上を妨げ、個々の株主の皆様の

判断に委ねるべき前提を欠くものも少なくない。

当社は、このように当社の企業価値および株主共同の利益の確保・向上を妨げるような株式の大規

模な取得行為を行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考

えており、このような大規模な取得行為に対しては、株主の皆様の事前の承認に基づき、当社取締役会

が、法令および定款によって許容される限度において当社の企業価値および株主共同の利益の確保・

向上のための相当な措置を講じるべきであると考えている。

当社は、以上をもって、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

とする。

2）基本方針の実現に資する取り組み

当社グループは、創業１００周年にあたる２０１７年を見据えた中期経営計画「ＧＤ１００」を策

定し、目標達成に向けた事業戦略を推進する。２００９年度から始まるＧＤ１００フェーズⅡでは、

「高質な成長」をテーマに取り組むと共に、ＣＳＲ経営を進めていく。

　さらに、当社は株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題の一つと認識しており、今後も、継続的

な安定配当を基本とした上で連結業績の向上に応じた利益還元を実施していく。

以上のような中長期的視点に立った各取組みを通じて、グローバルな成長による規模の拡大と業界

トップレベルの高収益体質を実現するとともに、すべてのステークホルダーとの良好な信頼関係を築

き、社会への貢献を果たすことが、当社の企業価値および株主共同の利益を確保・向上させることにな

ると考えている。

3）会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が

支配されることを防止するための取組み

当社は、上記のような会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務およ

び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みの一つとして、平成20年5月12日に開催

された取締役会において、全取締役の賛成により、当社株式の大規模買付行為に関する対応方針(以下、

「本対応方針」という。)を決定し、導入した。

本対応方針の概要は以下の通りであるが、詳細については当社ホームページ掲載のニュースリリース

「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）について」本文に記載の通りである。

また、以下に言及している「大規模買付行為」、「大規模買付者」の定義についても当該ニュースリ

リースに記載の通りである(参考URL　http://www.yrc-pressroom.jp)。

＜本対応方針の概要＞

①大規模買付ルールの設定

本対応方針は、大規模買付者に対して大規模買付ルールに従うことを求めるものである。

大規模買付ルールとは、大規模買付行為が開始される前に、大規模買付者に対して、当社取締役会に対

する十分な情報提供を要求し、それに基づき当社取締役会がその買付行為の評価・検討や代替案の提

示等を行い、かつ、所要の期間が経過して初めて大規模買付行為を開始することを認めるというもので

ある。

②対抗措置の発動
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取締役会は、大規模買付行為に対して当社の企業価値および株主共同の利益を守るために相当と認

められる対抗措置を講じることがある。

この対抗措置は、新株予約権の無償割当て、新株予約権の第三者割当てによる発行、新株の発行等、会社

法その他の法律および当社定款が取締役会の権限として認める措置とし、具体的な対抗措置について

は、その時点で相当と認められるものを選択する。

③有効期間

本対応方針については、平成20年5月12日開催の当社取締役会においてその導入を決議し、平成20年6

月27日に開催された当社定時株主総会において株主の皆様のご承認を得て効力が生じている。

本対応方針の有効期間は、平成23年6月に開催予定の当社定時株主総会の終了時点までとなっている。

但し、かかる有効期間の満了前であっても、①当社の株主総会において本対応方針を廃止する旨の議案

が承認された場合、または②当社の取締役会において本対応方針を廃止する旨の決議がなされた場合

には、本対応方針はその時点で廃止する。

4）上記の取組みに対する当社取締役会の判断およびその判断に係る理由

当社の新中期経営計画は、中長期的視点から当社の企業価値および株主共同の利益の向上を目指す

ための具体的方策として策定されたものであり、まさに上記基本方針に沿うものである。

　また、本対応方針は、以下のように合理性が担保されており、上記基本方針に沿うとともに当社の企業

価値・株主共同利益に合致するものであり、当社の役員の地位の維持を目的とするものではない。

① 本対応方針は、大規模買付行為が行われた際に、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを株主の

皆様が判断するために必要な情報や時間を確保すること等を可能にするものであり、当社の企業価

値および株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されるものである。

② 本対応方針は、当社株主総会の議案としてお諮りして株主の皆様の意思を確認させていただくこと

とし、株主の皆様のご賛同が得られなかった場合には、本対応方針は廃止されることとなる。そのた

め、本対応方針の消長および内容は、当社株主の皆様の合理的意思に依拠したものとなっている。

③ 本対応方針の対抗措置発動等の運用に際して、当社取締役会の恣意的判断を排除し、株主の皆様の

ために実質的かつ合理的な判断を客観的に行う諮問機関として、当社および当社の経営陣との間に

特別の利害関係を有していない社外の弁護士、公認会計士、税理士および学識経験者等、並びに社外

の経営者等により構成される独立委員会を設置している。

④ 本対応方針に定める対抗措置は、予め定められた合理的かつ詳細な客観的発動要件が充足されなけ

れば発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な対抗措置の発動を防止する

ための仕組みを十分に確保しているものといえる。

⑤ 当社取締役は、判断の客観性・合理性を担保された独立委員会の勧告を最大限尊重するように設定

されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しているものといえ

る。

⑥　本対応方針は、デッドハンド型買収防衛策(取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、対抗措

置の発動を阻止できない買収防衛策)、スローハンド型買収防衛策(取締役会の構成員の交替を一度

に行うことができないため、対抗措置の発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策)でもない。

　

　

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は3,306百万円である。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は以下のとおりである。

会社名
事業の種類別
セグメントの
名称

事業所
(所在地)

設備の内容

投資予定金額
(百万円) 資金調達

方法

着手及び完了予定 完成後の
増加能力
（年間生産
本数）総額 既支払額 着手 完了

（子会社）
 
杭州横浜輪胎有限
公司

　
　 
タイヤ

 
本社・工場
(中国浙江省)

 
生産・その
他設備
 

6,974
―
 

自己資金
及び借入金

 

平成21
年11月
 

平成24
年3月
 

乗用車用
タイヤ
210万本

(注)　上記金額には消費税等を含まない。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 700,000,000

計 700,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 342,598,162342,598,162
東京、大阪、名古屋各
証券取引所
(市場第一部）

単元株式数は
1,000株である。

計 342,598,162342,598,162― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当する事項はない。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当する事項はない。
　

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年10月１日～
平成21年12月31日

― 342,598 ― 38,909 ― 31,952

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握していな

い。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記

載することができないので、直前の基準日である平成21年９月30日の株主名簿により記載している。

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式）
普通株式

7,416,000
― ―

（相互保有株式）
普通株式

12,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

333,653,000
333,653 ―

単元未満株式
普通株式
1,517,162

― ―

発行済株式総数 342,598,162― ―

総株主の議決権 ― 333,653 ―

(注)　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式、相互保有株式及び証券保管振替機構名義の株式が次の

 とおり含まれている。

自己保有株式　　　　　　　　　　257株

相互保有株式　　　　　　　　　　 75株［愛宕精工(株)所有分75株］

証券保管振替機構名義の株式　　　200株

　

② 【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
横浜ゴム株式会社

(相互保有株式)
愛宕精工株式会社

 
東京都港区新橋5-36-11

神奈川県平塚市
田村4-21-18

 
7,416,000

 
12,000

 
―

 
―

 
7,416,000

 
12,000

 
2.16

 
0.00

計 ― 7,428,000 ― 7,428,0002.16

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

最高(円) 471 461 491 527 542 493 436 394 418

最低(円) 393 406 412 447 465 428 392 314 317

(注)　株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。

 

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動はない。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。

前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期

間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四

半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21

年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成している。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
　　(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,312 16,274

受取手形及び売掛金 111,926 ※２
 91,103

商品及び製品 49,522 61,392

仕掛品 7,858 8,588

原材料及び貯蔵品 13,076 16,995

その他 15,910 18,151

貸倒引当金 △977 △1,007

流動資産合計 209,629 211,497

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 60,055 59,692

機械装置及び運搬具（純額） 77,500 77,263

その他（純額） 49,667 57,337

有形固定資産合計 ※１
 187,223

※１
 194,294

無形固定資産 1,380 1,442

投資その他の資産

投資有価証券 55,837 43,869

その他 22,721 23,847

貸倒引当金 △1,192 △1,574

投資その他の資産合計 77,365 66,141

固定資産合計 265,970 261,878

資産合計 475,599 473,376

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 67,167 71,384

1年内償還予定の社債 10,000 －

コマーシャル・ペーパー 4,000 19,000

短期借入金 100,020 93,186

未払法人税等 2,098 1,608

役員賞与引当金 53 54

その他 33,197 42,101

流動負債合計 216,536 227,335

固定負債

社債 20,000 30,000

長期借入金 43,984 37,193

退職給付引当金 17,038 17,448

その他 21,220 17,239

固定負債合計 102,244 101,881

負債合計 318,780 329,217
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 38,909 38,909

資本剰余金 31,952 31,952

利益剰余金 89,634 83,272

自己株式 △4,720 △4,699

株主資本合計 155,775 149,434

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 14,383 7,966

為替換算調整勘定 △17,171 △17,478

評価・換算差額等合計 △2,788 △9,511

少数株主持分 3,831 4,235

純資産合計 156,819 144,159

負債純資産合計 475,599 473,376
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　(2)【四半期連結損益計算書】
　　【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
  至 平成21年12月31日)

売上高 410,622 344,020

売上原価 289,394 237,475

売上総利益 121,227 106,544

販売費及び一般管理費 ※１
 103,930

※１
 89,232

営業利益 17,297 17,311

営業外収益

受取利息 203 92

受取配当金 1,679 783

その他 1,238 928

営業外収益合計 3,121 1,804

営業外費用

支払利息 2,708 2,138

為替差損 7,394 1,086

その他 1,533 1,448

営業外費用合計 11,637 4,674

経常利益 8,781 14,441

特別利益

固定資産売却益 335 －

投資有価証券売却益 302 718

貸倒引当金戻入額 － 267

特別利益合計 638 986

特別損失

固定資産除売却損 147 201

投資有価証券評価損 474 64

たな卸資産評価損 505 －

損害賠償金 381 －

事業撤退損 － 123

特別損失合計 1,509 389

税金等調整前四半期純利益 7,910 15,037

法人税等 ※２
 7,222

※２
 5,786

少数株主利益 465 207

四半期純利益 222 9,044
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　【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
  至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
  至 平成21年12月31日)

売上高 153,979 141,954

売上原価 107,160 91,208

売上総利益 46,818 50,746

販売費及び一般管理費 ※１
 35,135

※１
 31,080

営業利益 11,683 19,666

営業外収益

受取利息 73 16

受取配当金 650 205

その他 382 161

営業外収益合計 1,106 383

営業外費用

支払利息 937 678

為替差損 6,342 759

その他 551 498

営業外費用合計 7,831 1,936

経常利益 4,958 18,113

特別利益

固定資産売却益 335 －

投資有価証券売却益 － 12

特別利益合計 335 12

特別損失

固定資産除売却損 28 44

投資有価証券評価損 48 20

特別損失合計 77 65

税金等調整前四半期純利益 5,216 18,060

法人税等 ※２
 5,320

※２
 4,667

少数株主利益 228 418

四半期純利益又は四半期純損失（△） △331 12,975
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　(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
  至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 7,910 15,037

減価償却費 20,945 20,770

貸倒引当金の増減額（△は減少） 108 △418

退職給付引当金の増減額（△は減少） △681 △408

投資有価証券売却損益（△は益） △302 △718

受取利息及び受取配当金 △1,882 △876

支払利息 2,708 2,138

為替差損益（△は益） 1,129 △86

損害賠償損失 381 －

固定資産除売却損益（△は益） △188 201

投資有価証券評価損益（△は益） 474 64

売上債権の増減額（△は増加） △7,567 △20,141

たな卸資産の増減額（△は増加） △14,731 17,223

仕入債務の増減額（△は減少） 3,174 △4,756

その他 △3,176 △6,300

小計 8,303 21,731

利息及び配当金の受取額 1,916 871

利息の支払額 △2,589 △2,130

法人税等の支払額 △5,798 △1,703

損害賠償金の支払額 △188 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,644 18,769

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 22 35

定期預金の預入による支出 － △10

有形固定資産の取得による支出 △30,680 △15,684

有形固定資産の売却による収入 1,196 185

無形固定資産の取得による支出 △187 △304

投資有価証券の取得による支出 △1,208 △2,367

投資有価証券の売却による収入 990 914

投資有価証券の償還による収入 2,000 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

－ △106

出資金の回収による収入 2,106 －

貸付けによる支出 △292 △566

貸付金の回収による収入 278 238

その他 △703 △40

投資活動によるキャッシュ・フロー △26,478 △17,706
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
  至 平成21年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 991 14,193

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 19,000 △15,000

長期借入れによる収入 7,371 13,069

長期借入金の返済による支出 △4,494 △13,963

社債の発行による収入 10,000 －

社債の償還による支出 △10,000 －

自己株式の純増減額（△は増加） △18 △20

配当金の支払額 △4,359 △2,663

その他 △227 △629

財務活動によるキャッシュ・フロー 18,263 △5,014

現金及び現金同等物に係る換算差額 △667 14

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △7,238 △3,936

現金及び現金同等物の期首残高 19,530 16,239

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

2,233 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 14,525

※１
 12,302
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
 至　平成21年12月31日)

１　連結の範囲に関する事項の変更

(1) 連結の範囲の変更

（減少） ヨコハマタイヤ東京販売（株）等28社　

　　　　　　　（清算及び合併等による減少）　　　

 

(2) 変更後の連結子会社の数

128社
　
　
　

　

【簡便な会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
 至　平成21年12月31日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連

結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使

用して貸倒見積高を算定している。

２　固定資産の減価償却費の算定方法

一部の連結子会社においては、固定資産の年度中の

取得、売却または除却等の見積りを考慮した予算に基

づく年間償却予定額を期間按分する方法によってい

る。

３　法人税等ならびに繰延税金資産及び繰延税金負債の

算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加

減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法

によっている。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結

会計年度末以降に経営環境等に著しい変化がなく、か

つ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認め

られるので、前連結会計年度において使用した将来の

業績予測やタックス・プランニングを利用する方法に

よっている。

　

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

該当する事項はない。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

396,826百万円

 

※１　有形固定資産の減価償却累計額

381,644百万円

 
　　　　　　　――――――――――――― ※２　手形割引高及び裏書譲渡高

受取手形割引高 328百万円

受取手形裏書譲渡高 38　

 
２　債務保証

　　　  非連結子会社の金融機関からの借入れに対し、債務

保証を行っている。

     ヨコハマタイヤベトナムINC.　　 1,058百万円

     ヨコハマモールド（株）      　　 400

　   Y.T.ラバー Co. Ltd.　　　　　　  524      
　

　 　 　 　 　 　

　　　　計　　　　　　　　　　　    1,982

 

 
　３　債務保証

　　　　非連結子会社であるヨコハマタイヤベトナム INC.

の金融機関からの借入れ1,247百万円に対し、債

務保証を行っている。
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
  至　平成21年12月31日)

 ※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金
 　　　額は下記のとおりである。

 ※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金
 　　　額は下記のとおりである。

販売手数料 9,817百万円

運賃及び保管費 24,972　

宣伝費及び拡販費 12,478　

従業員給料手当 24,838　

退職給付費用 1,207　

減価償却費 2,319　

 
 ※２　法人税等調整額は、「法人税等」に含めて表示
 　　　している。

 

販売手数料 9,948百万円

運賃及び保管費 17,918　

宣伝費及び拡販費 10,467　

従業員給料手当 23,354　

退職給付費用 1,315　

減価償却費 2,163　

　
 ※２　法人税等調整額は、「法人税等」に含めて表示
 　　　している。

　

第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
  至　平成21年12月31日)

 ※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金
 　　　額は下記のとおりである。

 ※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金
 　　　額は下記のとおりである。

販売手数料 3,568百万円

運賃及び保管費 8,480　

宣伝費及び拡販費 4,040　

従業員給料手当 8,254　

退職給付費用 392　

減価償却費 797　

 
 ※２　法人税等調整額は、「法人税等」に含めて表示
 　　　している。

 

販売手数料 3,687百万円

運賃及び保管費 6,537　

宣伝費及び拡販費 3,618　

従業員給料手当 7,827　

退職給付費用 438　

減価償却費 825　

　
 ※２　法人税等調整額は、「法人税等」に含めて表示
 　　　している。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

　※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期

　 連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

　 との関係（平成20年12月31日現在）

 
　　　　現金及び預金勘定　　　　　 14,562 百万円

 
　　　預入期間が３か月を超える　　△ 36
　　　定期預金
　 　 　 　 　 　 　

　　　　現金及び現金同等物　　　　 14,525

 

　※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期

　 連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

　 との関係（平成21年12月31日現在）

 
　　　　現金及び預金勘定　　　　　 12,312百万円

 
　　　預入期間が３か月を超える　　 △ 10
　　　定期預金
　 　 　 　 　 　 　

　　　　現金及び現金同等物　　　　 12,302
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　

至　平成21年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 342,598,162

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 7,468,137

　

　

３　新株予約権等に関する事項

該当する事項はない。

　

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 1,340 ４ 平成21年３月31日 平成21年６月29日 利益剰余金

平成21年10月30日
取締役会

普通株式 1,340 ４ 平成21年９月30日 平成21年11月30日 利益剰余金

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当する事項はない。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　

　
タイヤ ＭＢ 計

消　　去
又は全社

連結

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 125,552 28,426 153,979 ― 153,979

(2) セグメント間の内部売上高
　　　　 又は振替高

15 5,767 5,783 (5,783) ―

計 125,568 34,194 159,762 (5,783)153,979

営業利益 10,997 863 11,861 (177) 11,683

(注)　１．事業区分は売上集計区分によるもので、主要事業としてのタイヤと非タイヤ事業からなるＭＢとしてい

　　る。

２．各事業の主な製品

事業区分 主要製品

タイヤ 乗用車用、トラック・バス用、小型トラック用、建設車両用、産業車両用、航空機用な
どの各種タイヤ・チューブ、アルミホイール、自動車関連用品

Ｍ　Ｂ コンベヤベルト、ゴム板、各種ホース、ゴムライニング、防舷材、オイルフェンス、マ
リンホース、型物、空気バネ、ハイウェイジョイント、橋梁用ゴム支承、ビル用免震積
層ゴム、防水材、止水材、防音・防振商品、接着剤、シーリング材、スポーツ用品、航空
機用燃料タンク、シール、音響材、プリプレグ、民間航空機用化粧室ユニット・飲料
水タンク、各種ハニカム商品、金属ダクト、オイルタンク、断熱材、バルブ、継手、シー
リングコンパウンド、Ｖバンドカップリング、フレックスカップリング、電磁波シー
ルド材、情報処理サービス、不動産賃貸等

　

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

　

　
タイヤ ＭＢ 計

消　　去
又は全社

連結

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 116,806 25,148 141,954 ― 141,954

(2) セグメント間の内部売上高
　　　　 又は振替高

15 2,508 2,524 (2,524) ―

計 116,821 27,657 144,479 (2,524)141,954

営業利益 19,306 320 19,627 38 19,666

(注)　１．事業区分は売上集計区分によるもので、主要事業としてのタイヤと非タイヤ事業からなるＭＢとしてい

　　る。

２．各事業の主な製品

事業区分 主要製品

タイヤ 乗用車用、トラック・バス用、小型トラック用、建設車両用、産業車両用
などの各種タイヤ・チューブ、アルミホイール、自動車関連用品

Ｍ　Ｂ コンベヤベルト、ゴム板、各種ホース、防舷材、オイルフェンス、マリンホース、型物、
空気バネ、ハイウェイジョイント、橋梁用ゴム支承、ビル用免震積層ゴム、防水材、止
水材、防音・防振商品、接着剤、シーリング材、スポーツ用品、航空機用燃料タンク、
シール、音響材、プリプレグ、民間航空機用化粧室ユニット・飲料水タンク、各種ハ
ニカム商品、金属ダクト、オイルタンク、断熱材、バルブ、継手、シーリングコンパウ
ンド、Ｖバンドカップリング、フレックスカップリング、電磁波シールド材、情報処
理サービス、不動産賃貸等
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前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　

　
タイヤ ＭＢ 計

消　　去
又は全社

連結

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 319,378 91,244 410,622 ― 410,622

(2) セグメント間の内部売上高
　　　　 又は振替高

58 15,621 15,680 (15,680) ―

計 319,436106,865426,302(15,680)410,622

営業利益 14,198 3,606 17,804 (507) 17,297

(注)　１．事業区分は売上集計区分によるもので、主要事業としてのタイヤと非タイヤ事業からなるＭＢとしてい

　　る。

２．各事業の主な製品

事業区分 主要製品

タイヤ 乗用車用、トラック・バス用、小型トラック用、建設車両用、産業車両用、航空機用な
どの各種タイヤ・チューブ、アルミホイール、自動車関連用品

Ｍ　Ｂ コンベヤベルト、ゴム板、各種ホース、ゴムライニング、防舷材、オイルフェンス、マ
リンホース、型物、空気バネ、ハイウェイジョイント、橋梁用ゴム支承、ビル用免震積
層ゴム、防水材、止水材、防音・防振商品、接着剤、シーリング材、スポーツ用品、航空
機用燃料タンク、シール、音響材、プリプレグ、民間航空機用化粧室ユニット・飲料
水タンク、各種ハニカム商品、金属ダクト、オイルタンク、断熱材、バルブ、継手、シー
リングコンパウンド、Ｖバンドカップリング、フレックスカップリング、電磁波シー
ルド材、情報処理サービス、不動産賃貸等

３．「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」2 (1) に記載のとおり、第１四半期

　　連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年7月5日 企業会

　　計基準第9号）を適用している。これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益は、タイヤ事業が692

　　百万円、ＭＢ事業が26百万円減少している。

４．「追加情報」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法改正を契機として有形固定資産の経

　　済的耐用年数を見直した結果、第１四半期連結会計期間より機械装置等については、改正後の法人税法に

　　基づく耐用年数に変更している。これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益は、タイヤ事業が451

　　百万円、ＭＢ事業が138百万円減少している。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　

　
タイヤ ＭＢ 計

消　　去
又は全社

連結

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 272,832 71,187 344,020 ― 344,020

(2) セグメント間の内部売上高
　　　　 又は振替高

36 8,932 8,968 (8,968) ―

計 272,868 80,120 352,988 (8,968)344,020

営業利益  16,759 495 17,254 56 17,311

(注)　１．事業区分は売上集計区分によるもので、主要事業としてのタイヤと非タイヤ事業からなるＭＢとしてい

　　る。

２．各事業の主な製品

事業区分 主要製品

タイヤ 乗用車用、トラック・バス用、小型トラック用、建設車両用、産業車両用
などの各種タイヤ・チューブ、アルミホイール、自動車関連用品

Ｍ　Ｂ コンベヤベルト、ゴム板、各種ホース、防舷材、オイルフェンス、マリンホース、型物、
空気バネ、ハイウェイジョイント、橋梁用ゴム支承、ビル用免震積層ゴム、防水材、止
水材、防音・防振商品、接着剤、シーリング材、スポーツ用品、航空機用燃料タンク、
シール、音響材、プリプレグ、民間航空機用化粧室ユニット・飲料水タンク、各種ハ
ニカム商品、金属ダクト、オイルタンク、断熱材、バルブ、継手、シーリングコンパウ
ンド、Ｖバンドカップリング、フレックスカップリング、電磁波シールド材、情報処
理サービス、不動産賃貸等
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　

　
日本 北米 アジア その他 計

消　　去
又は全社

連結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 106,54429,1857,36310,885153,979 ― 153,979

(2) セグメント間の内部売上高
　又は振替高

19,701 9 10,550 ― 30,260(30,260)―

計 126,24529,19417,91410,885184,239(30,260)153,979

営業利益又は営業損失（△） 8,8041,849△ 558 678 10,773 90911,683

(注)　１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　(1) 北　米……米国、カナダ

　(2) アジア……フィリピン、タイ、中国、台湾

　(3) その他……大洋州、欧州

　

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

　

　
日本 北米 アジア その他 計

消　　去
又は全社

連結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 99,82125,4516,38610,295141,954 ― 141,954

(2) セグメント間の内部売上高
　又は振替高

13,435 18 8,090 ― 21,544(21,544)―

計 113,25625,46914,47610,295163,499(21,544)141,954

営業利益 16,0641,4361,508 410 19,419 24619,666

(注)　１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　(1) 北　米……米国、カナダ

　(2) アジア……フィリピン、タイ、中国、台湾

　(3) その他……大洋州、欧州
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前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　

　
日本 北米 アジア その他 計

消　　去
又は全社

連結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 286,12879,51919,56725,406410,622 ― 410,622

(2) セグメント間の内部売上高
　又は振替高

54,943 392 29,853 ― 85,189(85,189)―

計 341,07279,91149,42125,406495,812(85,189)410,622

営業利益 10,3773,817 985 1,23016,410 88617,297

(注)　１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　(1) 北　米……米国、カナダ

　(2) アジア……フィリピン、タイ、中国、台湾

　(3) その他……大洋州、欧州

３．「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」2 (1) に記載のとおり、第１四半期

　　連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年7月5日 企業会

　　計基準第9号）を適用している。これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益は、日本が719百万円

　　減少している。

４．「追加情報」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法改正を契機として有形固定資産の経

　　済的耐用年数を見直した結果、第１四半期連結会計期間より機械装置等については、改正後の法人税法に

　　基づく耐用年数に変更している。これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益は、日本が589百万円

　　減少している。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　

　
日本 北米 アジア その他 計

消　　去
又は全社

連結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 240,37465,95116,02921,664344,020 ― 344,020

(2) セグメント間の内部売上高
　又は振替高

40,894 37 22,751 ― 63,683(63,683)―

計 281,26965,98838,78021,664407,703(63,683)344,020

営業利益 16,158 535 1,985 355 19,034(1,723)17,311

(注)　１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　(1) 北　米……米国、カナダ

　(2) アジア……フィリピン、タイ、中国、台湾

　(3) その他……大洋州、欧州
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　

　 北米 その他 計

Ⅰ　海外売上高　　　（百万円） 30,796 31,094 61,890

Ⅱ　連結売上高　　　（百万円） 　 　 153,979

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合　　 (％)

20.0 20.2 40.2

(注)　１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２．各区分に属する主な国又は地域

　(1) 北　米……米国、カナダ

　(2) その他……大洋州、欧州、アジア等

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

　

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

　

　 北米 その他 計

Ⅰ　海外売上高　　　（百万円） 25,819 31,513 57,333

Ⅱ　連結売上高　　　（百万円） 　 　 141,954

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合　　 (％)

18.2 22.2 40.4

(注)　１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２．各区分に属する主な国又は地域

　(1) 北　米……米国、カナダ

　(2) その他……大洋州、欧州、アジア等

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

　

前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　

　 北米 その他 計

Ⅰ　海外売上高　　　（百万円） 83,204 97,365 180,569

Ⅱ　連結売上高　　　（百万円） 　 　 410,622

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合　　 (％)

20.3 23.7 44.0

(注)　１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２．各区分に属する主な国又は地域

　(1) 北　米……米国、カナダ

　(2) その他……大洋州、欧州、アジア等

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　

　 北米 その他 計

Ⅰ　海外売上高　　　（百万円） 69,035 78,451 147,486

Ⅱ　連結売上高　　　（百万円） 　 　 344,020

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合　　 (％)

20.1 22.8 42.9

(注)　１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２．各区分に属する主な国又は地域

　(1) 北　米……米国、カナダ
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　(2) その他……大洋州、欧州、アジア等

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。
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(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動はない。

　

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動はない。

　

　

(ストック・オプション等関係)

該当する事項はない。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　１株当たり純資産額 456円　50銭　
　

　１株当たり純資産額 417円　45銭
　

　

　

２  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額(△)

第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

  １株当たり四半期純利益金額 0円　66銭

　  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金
額については、潜在株式が存在しないため記載して
いない。 
 

　

 １株当たり四半期純利益金額 26円　98銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金
額については、潜在株式が存在しないため記載して
いない。 
　　　

　

(注)  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の
四半期純利益金額(百万円)

222 9,044

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 222 9,044

普通株式の期中平均株式数(千株) 335,228 335,178

　

第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

　１株当たり四半期純損失金額(△) △ 0円　99銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金
額については、１株当たり四半期純損失であり、ま
た、潜在株式が存在しないため記載していない。
 
　

　１株当たり四半期純利益金額 38円　71銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金
額については、潜在株式が存在しないため記載して
いない。
　

 (注)  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額(△)の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　

項目
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益金額又は
四半期純損失金額(△)(百万円)

△ 331 12,975

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額又は
四半期純損失金額(△)(百万円)

△ 331 12,975

普通株式の期中平均株式数(千株) 335,209 335,167
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(重要な後発事象)

該当する事項はない。

　

(リース取引関係)

リース取引開始日が会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っているが、当四半期連結会計期間におけるリース

取引残高は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はない。

　

　

　

　

　

　

　

２ 【その他】

第134期(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)中間配当については、平成21年10月30日開催の取

締役会において、平成21年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対

し、次のとおり中間配当を行うことを決議した。

①　配当金の総額 1,340百万円

②　１株当たりの金額 4円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成21年11月30日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月12日

横浜ゴム株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　種　本　　　勇　　印

　

指定有限責任社員 
業務執行社員

　 公認会計士　　小　林　　　宏　　印

　

指定有限責任社員 
業務執行社員

　 公認会計士　　鈴　木　達　也　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている横浜

ゴム株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、横浜ゴム株式会社及び連結子会社の平成20年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項が、すべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報 

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社及び連

結子会社は第１四半期連結会計期間より「棚卸資産に関する会計基準」を適用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年２月12日

横浜ゴム株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    太　田　周　二    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    小　林      宏    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    鈴　木  達　也  　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている横浜

ゴム株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、横浜ゴム株式会社及び連結子会社の平成21年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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